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審決 

 

不服２０１９－１０２９２ 

 

（省略） 

請求人 株式会社スクウェア・エニックス 

 

（省略） 

代理人弁理士 須藤 浩 

 

（省略） 

代理人弁理士 海田 浩明 

 

（省略） 

代理人弁理士 上田 侑士 

 

（省略） 

代理人弁理士 浅見 浩二 

 

 

 特願２０１７－２２４２９６「ゲームサーバ及びプログラム」拒絶査定不服

審判事件〔平成３０年４月５日出願公開、特開２０１８－５１３３９〕につい

て、次のとおり審決する。 

 

結論 

 本件審判の請求は、成り立たない。 

 

理由 

第１ 手続の経緯 

 本願は、平成２２年１２月２日に出願した特願２０１０－２６８９０５号

（以下、「原々々出願」という。）の一部を、新たな特許出願として平成２５

年４月４日に出願した特願２０１３－０７８８４４号（以下、「原々出願」と

いう。）の一部を、さらに新たな特許出願として平成２７年６月１０日に出願

した特願２０１５－１１７６９１号（以下、「原出願」という。）の一部を、

さらにもう一度新たな特許出願として平成２９年１１月２２日に出願した特願

２０１７－２２４２９６号（以下、「本願出願」という。）であって、平成３

０年１０月３０日付けで拒絶の理由が通知され、平成３１年１月１５日に意見

書及び手続補正書が提出されたが、令和１年５月８日付けで、平成３０年１０

月３０日付けで通知された拒絶の理由（以下「原査定の理由」という。）によ

る拒絶査定がなされ、その謄本は同年５月１４日に請求人に送達された。 

 これに対し、同年８月５日に拒絶査定不服審判が請求されるとともに、それ

と同時に手続補正がされたものである。 
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第２ 令和１年８月５日にされた手続補正についての補正の却下の決定 

 

［補正の却下の決定の結論］ 

 令和１年８月５日にされた手続補正（以下「本願補正」という。）を却下す

る。 

 

［補正の却下の決定の理由］ 

 本願補正は、特許請求の範囲を補正するものであり、その補正の一部には、

本願補正前の請求項１の記載を本願補正前のとおりに補正する補正事項（以下、

「本願補正事項」という。）を含むものである。 

 

１ 本願補正前の請求項１の記載 

「【請求項１】 

 通信回線を介して接続された複数の端末にゲームを提供するゲームサーバで

あって、 

 複数の端末により構成されるグループが実行すべきクエストの選択要求であ

って、当該クエストを協力プレイとして受注する要求を端末から受け付けた場

合、当該クエストの実行を許可するか否かを判定する判定手段と、 

 該判定手段により前記クエストの実行を許可しないと判定された際、前記端

末に前記クエストの実行を許可しないものとして所定の情報を送出する送出手

段と、を有し、 

 前記判定手段は、 

 前記端末を含む複数の端末のうち少なくとも一部の端末が前記クエストの実

行条件を充足している場合に、当該複数の端末に当該クエストの実行を許可す

ると判定し、 

 前記端末をグループとして前記クエストを受注する要求を、前記クエストに

対応する所定数の他の端末から受け付けていない場合に、前記端末に前記クエ

ストの実行を許可しないと判定し、 

 前記送出手段は、前記判定手段が前記端末に前記クエストの実行を許可しな

いと判定した場合に、前記所定の情報として、前記クエストの実行条件を充足

しているか否かを報知するための情報ではなく、他の端末と協力して当該クエ

ストを受注することを報知するための情報を送出し、 

 前記クエストの実行条件は、当該クエストより前に実行することが規定され

ているクエストを実行していることに関する 

 ことを特徴とするゲームサーバ。」 

 

２ 本願補正後の請求項１の記載 

「【請求項１】 

 通信回線を介して接続された複数の端末にゲームを提供するゲームサーバで

あって、 

 複数の端末により構成されるグループが実行すべきクエストの選択要求であ
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って、当該クエストを協力プレイとして受注する要求を端末から受け付けた場

合、当該クエストの実行を許可するか否かを判定する判定手段と、 

 該判定手段により前記クエストの実行を許可しないと判定された際、前記端

末に前記クエストの実行を許可しないものとして所定の情報を送出する送出手

段と、を有し、 

 前記判定手段は、 

 前記端末を含む複数の端末のうち少なくとも一部の端末が前記クエストの実

行条件を充足している場合に、当該複数の端末に当該クエストの実行を許可す

ると判定し、 

 前記端末をグループとして前記クエストを受注する要求を、前記クエストに

対応する所定数の他の端末から受け付けていない場合に、前記端末に前記クエ

ストの実行を許可しないと判定し、 

 前記送出手段は、前記判定手段が前記端末に前記クエストの実行を許可しな

いと判定した場合に、前記所定の情報として、前記クエストの実行条件を充足

しているか否かを報知するための情報ではなく、他の端末と協力して当該クエ

ストを受注するように当該端末のユーザに報知するための情報を送出し、 

 前記クエストの実行条件は、当該クエストより前に実行することが規定され

ているクエストを実行していることに関する 

 ことを特徴とするゲームサーバ。」（下線は、補正箇所を示すために当審で

付した。） 

 

３ 本願補正の目的について 

 本願補正事項は、具体的には、本願補正前の請求項１の発明特定事項の「他

の端末と協力して当該クエストを受注することを報知するための情報」を本願

補正後の請求項１の発明特定事項の「他の端末と協力して当該クエストを受注

するように当該端末のユーザに報知するための情報」と変更するものであり、

上記本願補正前の請求項１の発明特定事項の「報知する」対象を「当該端末の

ユーザ」に限定するものであるから、特許法第１７条の２第５項第２号に規定

する特許請求の範囲の減縮を目的とするものに該当する。 

 また、本願補正事項は、特許法第１７条の２第３項及び第４項に違反すると

ころはない。 

 

４ 独立特許要件についての検討 

 本件補正後の請求項１に係る発明（以下、「本願補正発明」という。）が特

許出願の際に独立して特許を受けることができるものであるか（特許法第１７

条の２第６項において準用する同法第１２６条第７項の規定に適合するか否か）

について以下に検討する。 

 

（１）本願補正発明 

 本願補正発明は上記２において摘示したとおりの発明特定事項により特定さ

れるものである。 
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（２）本願の分割遡及日についての検討 

 本願の分割原出願である原出願（特願２０１５－１１７６９１号）に対して、

「分割要件を満たさないものであるから、出願日の遡及は認められず、現実の

出願日である平成２７年６月１０日に出願したものとして取り扱う」旨の拒絶

理由の通知（平成２８年１２月８日付拒絶理由通知）がなされた後、平成２９

年２月１７日に意見書及び手続補正書が提出されたが、平成２９年７月３１日

付けで前記手続補正書が却下されるとともに上記拒絶理由による拒絶査定がな

され（発送日平成２９年８月２２日）、上記拒絶査定に対する拒絶査定不服審

判は請求期間内に請求されず、上記拒絶査定は確定している。 

 審判請求人は、審判請求書において、原出願に対する上記拒絶理由（平成２

８年１２月８日付拒絶理由通知）における分割要件を満たさないとの理由は不

当であるから、原出願は分割要件を満たすものであり、本願の出願日は原々々

出願の出願日に遡及する旨主張している。 

 しかしながら、上記のとおり原出願の手続において、原出願が分割要件を満

たさない事を理由として特許法第４４条第２項が適用されない結果、その出願

日が原出願日の現実の出願日である平成２７年６月１０日とした判断を前提に

した拒絶査定は既に確定しており、本願の手続きにおいて、その確定した拒絶

査定における原出願の分割出願の適否を判断することは、既に確定している処

分を別個の手続きによって覆すことを認めることになるから許されないものと

解される（最高裁昭和６３年（行ツ）第１６４号平成２年７月２０日第二小法

廷判決参照）。 

 そうすると、原出願は確定した拒絶査定の効力により不適法な分割出願であ

ることが確定しており、その出願日は原々々出願の出願日に遡及せず、現実の

出願日である平成２７年６月１０日となるから、原出願を分割出願した本願の

出願日は、原出願の出願日である平成２７年６月１０日であると認められる。 

 

（３）引用例及び引用発明 

 

ア 原査定の拒絶の理由の引用文献１として引用され、上記（２）で検討した

とおり本願の出願日とみなされる原出願の出願日（平成２７年６月１０日）前

に頒布された刊行物である特開２０１２－１１５５３４号公報（上記原々々出

願の公開特許公報であり、以下、「引用文献」という。）には、つぎの事項が

記載されている。（上記引用文献には「，」と「、」の記載が混在しているの

で「、」に統一した。） 

 

（ア）「【００１９】 

 図１には、複数のゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃ……（図１には、例示的に３

個のゲーム端末１を示すが、実際には極めて多数のゲーム端末１が存在する）

及び該ゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃにインターネット、公衆電話網などの公衆

通信回線２を介して接続されるゲームサーバ３を示している。各ゲーム端末１

Ａ、１Ｂ、１Ｃ……はコンピュータを内蔵する本体１ａを有しており、本体１

ａには、入力装置としてのコントローラ１ｂがそれぞれ接続している。」（下
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線は強調のために当審で付した。以下同じ。） 

 

（イ）「【００２２】 

 ゲーム端末１及びゲームサーバ３は以上のような構成を有するので、ＭＭＯ

ＲＰＧなどのオンラインゲームをプレーヤが行なう場合には、各プレーヤは自

己のゲーム端末１を操作して公衆通信回線２を介してゲームサーバ３に接続し、

ゲームサーバ３内のメモリ内に形成された仮想空間内で各プレーヤに対応して

設定された操作キャラクタをそれぞれ移動操作して、ゲームサーバ３が制御す

る所定のシナリオに沿って行動させることで、ゲームを実行してゆく。ゲーム

サーバ３が実行するゲームプログラムは、ゲームサーバ３内のプログラムメモ

リ１０に格納され、オンラインゲームの主要な制御を行うが、各ゲーム端末１

には、ゲームサーバ３に接続して所望するオンラインゲームを実行するための

端末制御用ゲームプログラムが所定のメモリに格納されている。」 

 

（ウ）「【００２５】 

 クエストの中には、複数のプレーヤが協力して行わなければならない、「協

力プレイ」であるものも設定されており、以後、図５で示す連続クエストＡは、

３人のプレーヤが協力して行う「協力プレイ」としてゲームプログラムにより

規定されている。従ってゲーム進行制御部８は、連続クエストＡをプレーヤが

実行することを選択した場合、即ち、あるゲーム端末（例えばゲーム端末１Ａ）

から連続クエストＡの受注がゲームサーバ３に対して通知（受注通知）された

場合には、他のゲーム端末１（プレーヤ）から、ゲーム端末１Ａをグループと

する連続クエストの受注通知がなされていないかを判定し、他のゲーム端末

（例えば、ゲーム端末１Ｂ、１Ｃ）から、連続クエストの受注通知がなされて

いる場合には、直ちにクエスト管理メモリ１１を検索して、クエストの受注通

知が出力されたゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃに対応する各プレーヤＩＤのクエ

スト実行管理テーブルから、連続クエストの達成状態を示す達成情報を各プレ

ーヤ毎に読み出す。 

【００２６】 

 なお、他のゲーム端末１（プレーヤ）から、ゲーム端末１Ａをグループとす

るクエストの受注通知がなされていない場合には、ゲーム進行制御部８は、当

該受注通知を出力したゲーム端末１Ａに対して、他のゲーム端末１と協力して

クエストを受注するようにメッセージを送出して、適正なシナリオ進行を担保

する。 

【００２７】 

 クエストの受注通知がゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃのゲーム端末グループか

らゲームサーバ３に対して出力され、対応する連続クエストの達成情報がクエ

スト実行管理テーブルから読み出されたところで、クエスト進行制御９は、ゲ

ームプログラムに基づいて、クエスト管理メモリ１１内に、連続クエストＡの

受注通知をゲームサーバ３に対して出力したゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃに対

応する各プレーヤＩＤについて、図２に示すように、連続クエスト管理テーブ

ルＱＣＴを作成する。連続クエスト管理テーブルＱＣＴは、クエスト実行管理
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テーブルから読み出された各プレーヤＩＤについて、連続クエストＡを構成す

る部分クエストの達成情報を編集したものであり、クエスト進行制御部９は、

連続クエスト管理テーブルＱＣＴに示された部分クエストの達成状況を参照し

ながら、各ゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃのクエストの実行を制御する。 

【００２８】 

 即ち、クエスト進行制御９は、連続クエストＡの受注通知を出力した各ゲー

ム端末１のプレーヤＩＤら（図２の場合、ゲーム端末１Ａのプレーヤのプレー

ヤＩＤは、「１２３４５」で、ゲーム端末１ＢのプレーヤのプレーヤＩＤは、

「２３４５６」で、ゲーム端末１ＣのプレーヤのプレーヤＩＤは、「７８９０

１」とする）、連続クエストＡにける各ゲーム端末１（プレーヤ）の部分クエ

スト１〜５の達成状態を参照し、今回ゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃが出力され

た受注通知が、連続クエストＡの中のどの部分クエストを受注するものなのか

を判定する。各ゲーム端末１からの受注通知には、今回受注する部分クエスト

及び一緒に当該部分クエスト２を受注する（協力プレイを行う）他のゲーム端

末１を特定する情報が協力プレイを行う協力プレイ実行フラグと共に格納され

ているので、当該判定は容易に行うことが出来る。 

【００２９】 

 また、クエスト進行制御部９は、連続クエスト管理テーブルＱＣＴから、各

ゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃが受注可能な部分クエストを判定する。部分クエ

ストは１から順番に実行しなければならず、既にクリアした部分クエストは、

再度実行することが出来ないように、ゲームプログラムによりクエスト進行制

御部９が制御するが、他のプレーヤと共に協力プレイを行う部分クエストにつ

いては、既にクリアした部分クエストであってもその実行を一時的に許可する、

協力プレイ処理がゲームプログラム内に規定されている。 

【００３０】 

 例えば、図２の場合、通常の制御では、ゲーム端末１Ａ（プレーヤＩＤが

「１２３４５」）では、プレーヤは部分クエスト５を受注中であり、通常は新

たな部分クエストの受注を連続クエストＡ内で行うことは出来ず、受注中の部

分クエスト５のみを実行することが出来。また、ゲーム端末１Ｂ（プレーヤＩ

Ｄが「２３４５６」）では、部分クエスト１のみをクリアした状態なので、次

には部分クエスト２のみが受注可能であり、ゲーム端末１Ｃ（プレーヤＩＤが

「７８９０１」）では、部分クエスト１〜３をクリアした状態なので、次には

部分クエスト４のみが受注可能となるように制御される。 

【００３１】 

 仮に、ゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃから出力された受注通知が、部分クエス

ト２を協力プレイとして受注する通知であった場合に、クエスト進行制御部９

は、本来、部分クエスト２を受注する資格が、受注通知を出力したゲーム端末

１Ａ、１Ｂ、１Ｃの内、いずれかに有るか否かを連続クエストＡの部分クエス

トの達成情報から判定する。この場合、ゲーム端末１Ｂが部分クエスト２を受

注（実行）可能であり、他のゲーム端末１Ａ、１Ｃは、部分クエスト２を受注

（実行）することは出来ないものと判定される。しかし、受注通知が協力プレ

イを行う旨の通知を含み、更に少なくとも一つのゲーム端末１について、受注
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通知に示された部分クエストを受注する資格が有ると判定された場合には、ク

エスト進行制御部９は、各受注通知に示された協力プレイ実行フラグに基づい

て、協力プレイ処理を開始する。」 

 

（エ）上記「【００１９】・・・複数のゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃ……（図

１には、例示的に３個のゲーム端末１を示す」との記載をふまえて、上記

「【００２２】・・・各プレーヤは自己のゲーム端末１を操作して公衆通信回

線２を介してゲームサーバ３に接続」の記載をみると上記「各プレーヤは自己

のゲーム端末１を操作して」とは、「各プレーヤは複数のゲーム端末１Ａ、１

Ｂ、１Ｃのいずれかを操作して」の意味であると解される。 

 

（オ）上記「【００２５】・・・他のゲーム端末（例えば、ゲーム端末１Ｂ、

１Ｃ）」の記載からみて、「【００２５】・・・他のゲーム端末１（プレー

ヤ）」及び上記「【００２６】・・・なお、他のゲーム端末１（プレーヤ）か

ら、・・・他のゲーム端末１と協力してクエストを受注するようにメッセージ

を送出」に記載された各「他のゲーム端末１」とは、「ゲーム端末１Ｂ、１Ｃ」

のことであると解される。 

 

（カ）上記（エ）の検討をふまえると、上記「【００３１】・・・更に少なく

とも一つのゲーム端末１」とは、「更に少なくともゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１

Ｃのうちの１つ」の意味であると解される。 

 

（キ）「【００３１】・・・ゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃから出力された受注

通知が、部分クエスト２を協力プレイとして受注する通知であった場合に、ク

エスト進行制御部９は、本来、部分クエスト２を受注する資格が、受注通知を

出力したゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃの内、いずれかに有るか否かを連続クエ

ストＡの部分クエストの達成情報から判定する。この場合、ゲーム端末１Ｂが

部分クエスト２を受注（実行）可能であり、」の記載について検討すると、ゲ

ーム端末１Ｂが部分クエスト２を受注する資格があるといえる。 

 

イ 上記ア（ア）ないし（ウ）の摘記事項及び同（エ）ないし（キ）の検討事

項から、引用文献には以下の発明（以下、「引用発明」という。）が記載され

ていると認められる。 

「各プレーヤが自己の複数のゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃのいずれかを操作す

ることにより公衆通信回線２を介して接続されるゲームサーバ３であって、 

 ゲーム端末１Ａから、３人のプレーヤが協力して行う連続クエストＡの受注

がされた場合には、ゲーム端末１Ｂ、１Ｃから、ゲーム端末１Ａをグループと

する連続クエストの受注通知がなされていないかを判定し、 

 ゲーム端末１Ｂ、１Ｃから、ゲーム端末１Ａをグループとするクエストの受

注通知がなされていない場合には、当該受注通知を出力したゲーム端末１Ａに

対して、ゲーム端末１Ｂ、１Ｃと協力してクエストを受注するようにメッセー

ジを送出し、 
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 ゲームサーバ３に対して、クエストの受注通知がゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１

Ｃのゲーム端末グループから出力され、 

 ゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃから出力された受注通知が、部分クエスト２を

協力プレイとして受注する通知であった場合に、 

 クエスト進行制御部９は、本来、部分クエスト２を受注する資格が、受注通

知を出力したゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃの内、いずれかに有るか否かを連続

クエストＡの部分クエストの達成情報から判定し、 

 部分クエスト１のみをクリアした状態であって、次には部分クエスト２のみ

が受注可能なゲーム端末１Ｂが部分クエスト２を受注する資格があり、 

 受注通知が協力プレイを行う旨の通知を含み、更に少なくともゲーム端末１

Ａ、１Ｂ、１Ｃのうちの１つについて、受注通知に示された部分クエストを受

注する資格が有ると判定された場合には、協力プレイ処理を開始するゲームサ

ーバ。」 

 

（４） 本願補正発明と引用発明との対比 

 

ア 引用発明の「複数のゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃ」、「公衆通信回線２」、

「ゲームサーバ３」、「連続クエストＡ」及び「クエスト」、「協力プレイ」

は、それぞれ、本願補正発明の「複数の端末」、「通信回線」、「ゲームサー

バ」、「クエスト」、「協力プレイ」に相当する。 

 

イ 引用発明の「ゲーム端末１Ａから、３人のプレーヤが協力して行う連続ク

エストＡの受注」は、本願補正発明の「複数の端末により構成されるグループ

が実行すべきクエストの選択要求」に相当する。 

 

ウ 引用発明は「ゲーム端末１Ａから、３人のプレーヤが協力して行う連続ク

エストＡの受注がされた場合に」、「ゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃから出力さ

れた受注通知が、部分クエスト２を協力プレイとして受注する通知であった場

合」（以下「場合１」という。）と、「受注通知が協力プレイを行う旨の通知

を含み、更に少なくともゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃのうちの１つについて、

受注通知に示された部分クエストを受注する資格が有ると判定された場合」

（以下「場合２」という。）には、「協力プレイ処理を開始する」ものである

から、場合１または場合２ではない状況では、協力プレイ処理は開始されない

と解され、引用発明において、「ゲーム端末１Ａから、３人のプレーヤが協力

して行う連続クエストＡの受注がされた場合に」、「協力プレイ処理」を開始

するか否か判定する判定手段を有するのは明らかであって、当該判定手段は本

願補正発明の「当該クエストを協力プレイとして受注する要求を端末から受け

付けた場合、当該クエストの実行を許可するか否かを判定する判定手段」に相

当する。 

 

エ 上記ウの検討のとおり、引用発明は、「ゲーム端末１Ｂ、１Ｃから、ゲー

ム端末１Ａをグループとするクエストの受注通知がなされていない場合」（審
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判註：「場合１」ではない状況。）では協力プレイ処理は開始されず、「当該

受注通知を出力したゲーム端末１Ａに対して、ゲーム端末１Ｂ、１Ｃと協力し

てクエストを受注するようにメッセージを送出」するものであり、このことは、

本願補正発明の「該判定手段により前記クエストの実行を許可しないと判定さ

れた際、前記端末に前記クエストの実行を許可しないものとして所定の情報を

送出する」こと及び、「前記端末をグループとして前記クエストを受注する要

求を、前記クエストに対応する所定数の他の端末から受け付けていない場合に、

前記端末に前記クエストの実行を許可しないと判定し、 

 前記送出手段は、前記判定手段が前記端末に前記クエストの実行を許可しな

いと判定した場合に、前記所定の情報として、前記クエストの実行条件を充足

しているか否かを報知するための情報ではなく、他の端末と協力して当該クエ

ストを受注することを報知するための情報を送出」することに相当する。 

 また、上記「メッセージを送出」する引用発明が「送出手段」を備えている

ことは明らかであり、当該「送出手段」は本願補正発明の「所定の情報を送出

する送出手段」に相当する。 

 

オ 引用発明の「受注通知が協力プレイを行う旨の通知を含み、更に少なくと

もゲーム端末１Ａ、１Ｂ、１Ｃのうちの１つについて、受注通知に示された部

分クエストを受注する資格が有ると判定された場合には、協力プレイ処理を開

始する」ことは、本願補正発明の「前記端末を含む複数の端末のうち少なくと

も一部の端末が前記クエストの実行条件を充足している場合に、当該複数の端

末に当該クエストの実行を許可すると判定」することに相当する。 

 

カ 引用発明の「部分クエスト１のみをクリアした状態であって、次には部分

クエスト２のみが受注可能なゲーム端末１Ｂが部分クエスト２を受注する資格」

との発明特定事項は、本願補正発明の「クエストの実行条件は、当該クエスト

より前に実行することが規定されているクエストを実行していること」に相当

する。 

 

キ してみると、本願補正発明と引用発明とは、全ての点で一致し、相違する

ところはない。 

 

ク 小括 

 上記で検討したとおり、本願補正発明は、引用文献に記載された発明であっ

て、特許法第２９条第１項第３号に該当し、特許を受けることができないもの

であるから、特許出願の際独立して特許を受けることができないものである。 

 よって、本願補正発明は、特許出願の際、独立して特許を受けることができ

ないものであるから、本件補正は、特許法第１７条の２第６項において読み替

えて準用する同法第１２６条第７項の規定に違反する。 

 

（４）補正の却下の決定のむすび 

 以上のとおり、本件補正は、上記で検討したように、本願補正発明は特許法
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第１７条の２第６項において読み替えて準用する同法第１２６条第７項の規定

に違反するものであるから、本件補正は、同法第１５９条第１項で読み替えて

準用する第５３条第１項の規定により却下されるべきものである。 

 よって、上記補正の却下の決定の結論のとおり決定する。 

 

第３ 本願発明について 

 

１ 本願発明 

 本件補正は、上記第２のとおり却下されたので、本願の請求項１ないし３に

係る発明は、平成３１年１月１５日にされた手続補正による補正後の特許請求

の範囲の請求項１ないし３に記載された事項により特定されるものであって、

そのうち請求項１に係る発明（以下、「本願発明」という。）は、上記第２ 

１において説示したとおりのものである。 

 

２ 原査定の拒絶の理由の概要 

 本願発明に対する原査定の拒絶の理由の一部は、本願発明は、原出願日前に

日本国内において、頒布された引用文献（特開２０１２－１１５５３４号公報）

に記載された発明であって、特許法第２９条第１項第３号に該当し、特許を受

けることができないというものである。 

 

３ 引用例及びその記載事項 

 原査定で引用された引用文献に記載の発明（引用発明）は、それぞれ、上記

第２ ４（３）イにおいて説示し、認定したとおりである。 

 

４ 本願発明と引用発明との対比・判断 

 上記第２ ３で説示したとおり、本願発明は、本願補正発明の発明特定事項

である「他の端末と協力して当該クエストを受注するように当該端末のユーザ

に報知するための情報」から「受注するように当該端末のユーザ」との発明特

定事項を削除して、「他の端末と協力して当該クエストを受注することを報知

するための情報」としたものである。 

 そして上記第２ ４の本願補正発明と引用発明との対比の検討に照らせば、

本願発明と引用発明とは、全ての点で一致し、相違するところはない。 

 以上のとおりであるから、本願発明は、引用文献に記載された発明（引用発

明）であって、特許法第２９条第１項第３号に該当し、特許を受けることがで

きないものである。 

 

５ むすび 

 上記で検討したとおり、本願発明は、原出願日前に頒布された刊行物である

引用文献に記載された発明であって、特許法第２９条第１項第３号に該当し、

特許を受けることができないものである。 

 したがって、他の請求項について論及するまでもなく、本願は拒絶すべきも

のである。 
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 よって、上記結論のとおり審決する。 

 

 

  令和３年１月２６日 

 

審判長 特許庁審判官 尾崎 淳史 

特許庁審判官 畑井 順一 

特許庁審判官 藤田 年彦 

 

（行政事件訴訟法第４６条に基づく教示） 

 この審決に対する訴えは、この審決の謄本の送達があった日から３０日（附

加期間がある場合は、その日数を附加します。）以内に、特許庁長官を被告と

して、提起することができます。 

 

〔審決分類〕Ｐ１８ ．１１３－Ｚ （Ａ６３Ｆ） 

 

審判長 特許庁審判官 尾崎 淳史 8907 

特許庁審判官 藤田 年彦 9022 

特許庁審判官 畑井 順一 8906 

 


